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1. 背景と目的 

 東北地方太平洋沖地震の被害から津波対策の在り方

が見直され，2 つの対策の考え方が提唱されている．津

波の危険性が高い地域の都市機能や住居を災害リスク

の低い地域へ移転するという対策と，防波堤や防潮林

による多重防御を築き津波被害軽減を図る対策である．

しかし，少子高齢化や人口減少，過疎化などが進行する

地域において，大規模な多重防御を築くことは非効率

であり，十分な費用対効果が見込めない可能性がある

と考える 1)．そこで，高い防災機能と社会問題を考慮し

た効率的なまちづくりが重要であり，この考えに基づ

いた津波防災集団移転促進事業という対策が存在する．

これは，居住に適当ではないと認められる区域内の住

居の集団移転と土地利用規制を行い，移転先でのコン

パクトシティ形成を目的としている． 

 防災集団移転事業においても，事業に要する費用と

期待される効果を比較し，費用便益分析を行う必要が

ある．ただ，浸水被害額と事業費の比較 1)や，移転に必

要な費用と削減される費用を比較した研究 2)は行われ

ているが，人的被害を考慮した費用便益分析は少ない

ため，研究を積み重ねていく必要がある．そこで本研究

では，防災集団移転事業の前後における避難の有無を

考慮した人的被害の変化を，宮城県名取市閖上地区を

例にシミュレーションを用いて計算し，費用便益分析

の新たな便益の項目として取り入れることを目的とす

る．財政的な検討や効率性に加え，事業前後の安全性の

変化を十分に分析する必要があると考えるからである．  
2. 研究方法 

初めに各既往知見を整理したうえで対象地域を選定

し，計算方法の整理，妥当性の確認，浸水計算を進めた．

得られた計算結果から人口変動を考慮した人命保護便

益を算出し，費用便益分析を行った． 
 浸水計算の手法として，まず各データの準備を行っ

た．震災前の標高としては中央防災会議 3)による 50m 地

形データを，震災後の標高としては国土地理院 4)による

5m 地形データを 50m メッシュに編集して用いた．人的

被害算出のための人口分布データは，東京大学空間情

報科学センター5)より，100m メッシュのデータを用い

た．続いて最高水位データであるが，名取市閖上漁港を

評価地点とした津波ハザード曲線群から平均ハザード

曲線を作成した．平均ハザード曲線より各確率の評価

地点の津波高を読み取り，すべり量の倍率を調整する

ことで，各確率に応じた地域全体の最高水位データを

得た．津波規模は，1000 年，2000 年，3000 年，4000 年，

5000 年，10000 年の 6 種類を用意した． 
 得られた標高データと最高水位データから津波浸水

深を算出し，QGIS により人口分布データと重ねること

で，津波規模別の人的被害を算出した．ここで，人口分

布データは浸水深データの 4 倍のメッシュサイズであ

るが，浸水範囲の人的被害を手計算により算出した．こ

の際，表 2.1 に示す通り，移転の有無と嵩上げの有無に

よる全 4 パターンを用意し，事業全体の効果に加え，移

転と嵩上げの効果を比較できる条件を定めた． 
 費用便益分析に用いる費用は，閖上地区における防

災移転総事業費である 120 億円 6)とする．また，便益に

ついては，震災前後で閖上地区の人口が大幅に減少し

ており，被害人口が減少すると予想される．そこで人口

分布の割合は変化していないと仮定し，減少分の倍数

を全メッシュに乗じて被害人口軽減便益を比較した．

また，死亡判定は国土交通省の基準 7)より 1.0m 以上の

浸水深で死亡するとして，結果を算出した． 

 
表 2.1 標高と人口分布の条件 

 嵩上げの有無 移転の有無 
① 有り (2022 年) 有り (2020 年) 
② 有り (2022 年) 無し (2010 年) 
③ 無し (2010 年) 有り (2020 年) 
④ 無し (2010 年) 無し (2012 年) 

 
3. 研究結果 

 シミュレーションにより得られた各浸水深の結果を

図 3.1 から図 3.6 に示す．津波規模が大きくなるにつ

れ，浸水深や範囲も大きくなり，津波規模が 4000 年を

超えると，嵩上げ部のほぼ全域で 1m 以上の浸水が見ら

れる．また，浸水深の結果に人口分布データを重ね，算

出した避難無しの場合の条件別人的被害の結果を表

3.1 に示す．条件①から④を比較すると，すべての津波

規模において①，②，③，④の順に人的被害が大きくな

っており，閖上地区における防災移転事業が人的被害

の軽減に寄与していること，また，移転事業よりも嵩上

げ事業がより大きく貢献していることが分かる．

 

キーワード 津波 移転 嵩上げ 閖上 費用便益 

連絡先 〒316-8511 茨城県日立市中成沢町 4-12-1 茨城大学 工学部 都市システム工学 TEL 0294-38-5177

II-49 第50回土木学会関東支部技術研究発表会



  
図 3.1 津波規模 1000年における津波浸水深 

(左：震災前標高，右：震災後標高) 

    
図 3.2 津波規模 2000年における津波浸水深 

 (左：震災前標高，右：震災後標高) 

  

図 3.3 津波規模 3000年における津波浸水深 

(左：震災前標高，右：震災後標高) 

  
図 3.4 津波規模 4000年における津波浸水深 

(左：震災前標高，右：震災後標高) 

  
図 3.5 津波規模 5000年における津波浸水深 

(左：震災前標高，右：震災後標高) 

  
図 3.6 津波規模 10000年における津波浸水深 

(左：震災前標高，右：震災後標高) 

 

移転事業よりも嵩上げ事業が人的被害軽減により大

きく貢献しているのは，震災後に団地が建設された嵩

上げ部には，震災前においても既に人口が集中してい

たことなどの要因が挙げられる．移転事業では，現在非

住居区域に認定されている海側の住居は移転されたも

のの，事業実施前に住居区域内であった住居がさらに

内陸側に移転されることがなかったことも，嵩上げが

移転より効果を発揮した結果に寄与していると考える． 
 また，1 人当たりの人的被害額を 2.42 億円 8)とし，年

平均被害軽減額を算出したところ，事業全体での便益

は 120.23 億円となり，総事業費の 120.00 億円を若干上

回る結果となった． 
 

表 3.1 津波確率別・条件別の人的被害の割合 

津波規模

(年) 

被害人数の全体に占める割合(%) 

条件① 条件② 条件③ 条件④ 

1000 39.72 71.77 89.52 92.35 

2000 46.49 74.64 94.35 95.02 

3000 51.80 76.04 96.55 96.64 

4000 70.09 86.82 97.49 98.49 

5000 94.33 95.08 99.19 99.46 

10000 100.00 100.00 100.00 100.00 

 

4. 結論 

 閖上地区の防災集団移転事業における便益は，費用

を若干上回る結果となり，事業全体が有益であること

が分かった．また，主に移転事業と嵩上げ事業が実施さ

れたが，嵩上げ事業がより人的被害軽減に有効であっ

た．よって，閖上地区のような人口が集中している漁村

において，必要な職住の近接やコミュニティの維持に

より内陸遠方への移転が困難な場合には，地盤嵩上げ

による安全確保が有効であると考えることができた．

今後は避難を考慮した場合の人的被害を算出すること

を目標に研究を進める． 
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